

















は、County Council と District Council から構成され、そして一層制は、大都市圏における
Metropolitan District Council、及び非大都市圏のUnitary Council である。二層制の自治体は、
それぞれ、日本における県と市町村に相当し、一層制の自治体は両者の機能を併せ持っている。
ロンドンは、広域行政体としてのGreater London Authority と、基礎自治体としてLondon 
























地方自治体の会計は、経常会計（Revenue Account）と資本会計（Capital Account）の 2つに
大きく区分される5。経常会計は、一般経常会計（General Fund Revenue Account）、商業会計
（Trading Services Revenue Account）6、及び住宅会計（Housing Revenue Account）7 から構成
される。経常収入の資本収入への繰入れは可能だが、資本収入を経常収入に繰入れることはできな
い。経常会計と資本会計とは明確に区別され、それぞれ異なる財源が充当されている。会計年度は
日本と同様、4月 1日～翌年 3月 31日である。 
英国における地方歳入は、日本と同様に多岐に亘るが、中央政府からの補助金（Grant income）、
自主財源（Locally-funded income）、及びその他の収入（Other income and adjustments）8 に分
類することができる。
中央政府から地方自治体に交付される一般補助金は地方交付金（Revenue Support Grant）と
一般警察補助金（Principal Formula Police Grant）9 である。一方、AEF内特定補助金｛Specifi c 
and special grants inside Aggregate External Finance（AEF）｝、地方公共サービス補助金
（Local Services Support Grant）、AEF外補助金（Grants outside AEF）、住宅補助金（Housing 





（Retained Income from Rate Retention Scheme）10、利子収入（External interest receipts）、資




さて、表 1は、イングランドの地方歳入を 2013～2017 年度について示したもので、経常会計と
資本会計の合計である10。











2013 2014 2015 2016 2017
金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
（補助金）
地方交付金 15,175 9.6 12,675 7.6 9,520 5.8 7,188 4.4 3,978 2.4
警察補助金 7,565 4.8 7,784 4.7 7,423 4.5 7,387 4.5 7,114 4.3
AEF内特定補助金 41,760 26.5 40,805 24.6 40,119 24.5 39,218 23.9 39,330 23.9
地方公共サービス補助金 77 0.0 48 0.0 29 0.0 19 0.0 35 0.0
AEF外補助金 18,417 11.7 18,655 11.2 18,296 11.2 21,608 13.2 20,478 12.5
住宅補助金 △ 795 0.5 △ 692 0.4 △ 734 0.4 △ 767 0.5 △ 776 0.5
資本支出に係る補助金 8,782 5.6 9,996 6.0 11,037 6.7 10,577 6.5 8,109 4.9
　　補助金総額 90,982 57.7 89,271 53.8 85,690 52.2 85,231 52.0 78,268 47.6
（自主財源）
カウンシル税 23,371 14.8 23,964 14.4 24,734 15.1 26,083 15.9 27,641 16.8
ノン・ドメスティックレイト税収 10,719 6.8 11,331 6.8 11,855 7.2 11,735 7.2 15,162 9.2
利子収入 839 0.5 865 0.5 1,047 0.6 1,088 0.7 1,169 0.7
資産売却収入等 2,481 1.6 2,996 1.8 2,196 1.3 2,327 1.4 2,767 1.7
使用料・手数料 12,695 8.1 11,741 7.1 11,666 7.1 12,103 7.4 12,732 7.8
賃貸料収入 7,215 4.6 7,439 4.5 7,468 4.6 7,110 4.3 7,010 4.3
　　自主財源総額 57,391 36.4 58,335 35.1 58,966 35.9 60,445 36.9 66,481 40.5
　　その他収入 9,253 5.9 18,469 11.1 19,390 11.8 18,305 11.2 19,511 11.9
歳 入 総 額 157,554 100.0 166,075 100.0 164,045 100.0 163,981 100.0 164,260 100.0
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/814118/Local_
government_fi nancial_stats_number_29_2019_Web_Accessible.pdf
Ministry of Housing, Communities and Local Government “Local Government Financial Statistics England No. 29 2019”, 
p. 7.
－ 46 －


















さて、表 1は、イングランドにおける地方自治体の歳入構造を 2013～2017 年度について示し
たものである。2017 年度における補助金総額は 782億ポンドであり、2013 年度に比べて約 13億
ポンドの減少であるが、これは地方交付金の代替財源ともいえるカウンシル税及びノン・ドメス
ティック・レイト税収の増加によるところが大きい。なお、歳入総額に占める補助金の割合をみる




省（Ministry of Housing, Communities & Local Government）によって地方交付金と一般警察
補助金の配分額が算定式により決定される。両者を加えた一般補助金の総額は、外部財源総額















さて、表 1から、イングランドにおける 2013～2017 年度の地方交付金を概観すると以下の通り
である。地方交付金は、2013 年度の 152 億ポンドから 2017 年度の 40億ポンドに激減していが、
これは上記の地方交付金の算定式から明らかである。右辺の財源基準額（カウンシル税）、及び左
辺のノン・ドメスティック・レイト税収が増加したことが主な要因である。2017 年度の両税の合
計は 425億ポンドで、2013 年度に比べて 174億円の増加である。一方、2017 年度における地方
交付金の対 2013 年度の減少額は 112億ポンドである。地方税の増加額 174億円が地方交付金の減
少額 112億円を大きく上回り、地方交付金が地方税に代替されたのである。地方交付金と地方税
は、使途が拘束されず、どの歳出科目にも充当しうる一般財源である。地方交付金の歳入総額に占
める割合をみると、2013 年度の 9.6％から 2017 年度は 2.4％に大幅に低下した。変化幅は 7.2 ポイ
ントであるが、その要因は上述の通りである。











年度におけるAEF内特定補助金は 393億ポンドで、対 2013 年度増加率はマイナス 5.8％であり、
AEF外補助金は 11.2％の増加である。2017 年度における資本支出に係る補助金は 81億ポンドで
















































2017 年度のカウンシル税は 277億ポンドで、対 2013 年度増加率は 18.3％であり、歳入総額の





されていたが、「2012 年地方財政法（Local Government Finance Act 2012）」により再度地方税
化され、税収の 50％を自主財源として保有し、残りの 50％は国庫にプールされ、地方交付金又は
特定補助金として国から地方自治体に交付されている。
2017 年度のノン・ドメスティック・レイト税収は 152億ポンドで、2013 年度に比べて 49.0％の
伸び率であり、歳入総額やカウンシル税の増加率を大きく凌駕している。地方歳入に占める比率









A 　　  ～40,000  6/9
B 40,001～52,000  7/9
C 52,001～68,000  8/9
D 68,001～88,000  9/9
E  88,001～120,000 11/9
F 120,001～160,000 13/9
G 160,001～320,000 15/9
H 320,001～   　　 18/9
（資料）Local Government Finance Act 1992, 
　　　 Section 5、より作成。
－ 50 －
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10　2013 年度から、ノン・ドメスティック・レイトが再度地方税化された。Local Government 
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